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歳入 百万円 比率

1国保税 3,203 20.9 今年度徴収する国保税 加入世帯数　１８,０００

2国庫支出金 2,618 17.1 国から 加入人数　　３０,０００

3療養給付費交付金 557 3.6 退職者医療制度の交付金 １世帯平均保険税

4前期高齢者交付金 4,070 26.6 前期高齢者にかかる財政調整 １６万８千円

5県支出金 660 4.3 県から

6共同事業交付金 3,063 20.0 県内国保の財政安定化のため県から貰う

7繰入金 1,097 7.2 一般会計(827)＋基金(270)

8その他 53 0.3

15,321 100.0

歳出

1総務費 177 1.2 市の人件費・事務費

2保険給付費 8,929 58.3 国保加入者の医療費総額

3後期高齢者支援金等 1,852 12.1 後期高齢者支援分として支払基金に払う

4共同事業拠出金 3,393 22.1 県内国保の財政安定化のため県に払う

5介護納付金 720 4.7 ４０歳から６４歳までの介護保険料

6保健事業費 197 1.3 桑名独自の事業、健診等

7その他 53 0.3

15,321 100.0

２０１６年度の介護特会

歳入

1保険料 2,346 23.2 ６５歳以上の方の保険料 １号保険者数３６,２６６人

2国庫支出金 2,281 22.5 国の負担金

3支払基金交付金 2,642 26.1 ４０歳から６４歳の方の保険料

4県支出金 1,232 12.2 県の負担金

5繰入金 1,610 15.9 市の負担金、一般会計(1,553)＋基金(57)

6その他 21 0.2

10,132 100.0

歳出

1総務費 309 3.0 市の人件費・事務費 認定者数

2保険給付費 9,144 90.2 認定者が受けた費用、特別給付 要支援　１,２４０人

3地域支援事業費 585 5.8 保険給付とは別の市の事業費 要介護　３,７４４人

4その他 94 0.9

10,132 100.0


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
参議院選挙まで３カ月「戦争法廃止」の「２０００万署名」
アベノミックス、ＴＰＰ、消費税増税など経済問題や安保法制＝戦争法などの憲法問題が参議院選の焦点になります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１、「アベノミクス」の破綻　暮らし最優先に　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ５兆円の軍事費などを盛り込んで過去最高規模に膨らんだ２０１６年度の当初予算。その成立直後に安倍首相が参議院選前の追加経済対策の検討を打ち出しました。予算成立の直後に、追加対策を打ち出さなければならないという事は、経済政策の行き詰まりを示しています。３年間の「アベノミクス」、今や破綻がはっきりしました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権は、大企業を応援して大企業がもうければ、いずれ家計に回ってくるという「トリクルダウン政策｣をやってきましたが、待てども、暮らせども、回ってきません。大企業が空前の利益をあげても、労働者の実質賃金は４年連続でマイナスです。１人あたり２０万円減っています。非正規雇用は増えましたが、３年間で正社員は２３万人減っています。そして経済の６割を占める家計消費はマイナスを続け、とうとう「アベノミクス不況」に陥っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「アベノミクス」は失敗です。この事実を認めて、経済政策を大企業応援から国民の暮らし最優先に１８０度切り替える事が求められています。　　　　　　　　　　　　　　　　　２、「戦争法廃止法案」　野党４党が共同提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安保法制の法案を強行した際に、安倍首相は「国民の理解を得られていないのは事実だ」と認め、「今後も丁寧に説明していく」と約束しました。ですから当然、説明を求めて、昨年来臨時国会を要求しました。しかしそれも開かないで、今度、公式に提出したこの「戦争法廃止法案」も審議しない。与党は「蒸し返す必要はない」といいますが、これは蒸し返さない訳にはいけません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「戦争法」が憲法違反だということは、国会審議を通じて明瞭になりました。憲法９条を踏み破って自衛隊が海外での武力の行使を行う等、たくさんの仕掛けがつくられています。そして立憲主義を壊します。６０年余にわたる「憲法９条のもとでは集団的自衛権行使はできない」という政府の憲法解釈を一夜にしてひっくり返すという、立憲主義の破壊というやり方がとられました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐこういう乱暴なやり方で成立させられたのが安保法制＝戦争法ですから、この廃止法案をしっかり審議するように、日本共産党も民進党も、　国会の正規の場での審議入りを要求しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐそのためにも、｢戦争させない･９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が進める「戦争法廃止」を求める「２０００万署名」にご協力お願いします。【裏面へ】
ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
３月議会の通称枕詞(一般質問前分)より、（３月３日）
お早うございます。日本共産党の星野公平です。
一昨日、来年度の国の予算が衆議院を通過しました。「衆議院の優越」規定により３月中に成立する事が確定しました。
中味は、桑名市議会でも議論されている「貧困と格差」の是正どころか、大企業には大幅減税、国民には消費税を含め負担増です。負の連鎖は止まりません。社会保障費は自然増を削減し、「戦争法」を強行成立させた下で、米軍を支援する５兆円を超える軍事費を盛り込んでいます。
安倍首相の進める「アベノミクス」は、大企業と一部の大金持ちの腹を膨らますだけで、トリクルダウンは地方にも私達にも及びません。加えて、憲法９条（平和と戦争放棄）は解釈から明文への改憲、憲法２５条（生存権）は既に実質改憲されており、自己責任論を押し付け、住みにくい世の中になってきました。
こんな状況を何とかするのが身近な自治体＝市町ですが、伊藤市長＝徳宇丸（なるたかまる）、来年度何をしようとしているのか、私達の暮らしを本当に良くしてくれるのか、よく分かりません。
来年度の桑名市予算を見ると、多くの議員も指摘している様に、市は３つの事業、新病院整備に４４億円、土地開発公社解散関連に３３億円、駅周辺事業に１３億円と特化しています。
従来予算の削減、削減で、住民サービスの低下が心配ですが、総務部長は心配ないと言います。誰が信じますか。
副市長は、「使用料の受益者負担の適正化」と、住民の負担増を補足説明で言っている始末です。
市民サービスの低下の例を幾つかあげます。
昨年のクリスマスに保育所の園児達に恒例のクリスマスプレゼントの予算をカットしていたのには驚きました。（総額１００万円足らずです。）その時、伊藤市長はサンタクロースの格好をして某ＮＰＯと商店街でお金集めをしていました。
来年度予算では、（婚姻届か出産届の祝い袋を提示）
1 庁舎内２カ所（地下と１階）で行っている「コピーサービス」の廃止です。死亡届のコピーがその場でできなくなります。
2 「音楽療法」に対する補助金の廃止です。　議会からの提案もありましたが、楽しみにしているお年寄りが意外と多かったそうです。桑名市の補助金団体でもある社会福祉協議会は、借りていた市の建物からも追い出され、費用を自腹で面倒見るそうです。こんな事をほっておいていいのでしょうか。
副市長さん！！　　　　　　　　それでは、一問一答で一般質問を行います。
【表面より】３、消費税１０％増税　引き上げは中止に　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ来年４月の消費税率１０％への引き上げについて安倍政権は「リーマン・ショックとか大震災のような大きなインパクトがない限り消費税率を引き上げるべきだ。今の時点でリーマン・ショックほどのことにはなっていない」と、予定通り増税すべきだと言っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、一昨年４月の増税の前に「こんな経済情勢のもとで８％増税を強行したら、必ず景気悪化の引き金を引く」と、中止を強く求めました。そのとき安倍首相は「増税の影響はワンショット、一時的だ」といって強行しました。　　　ｐしかし結果は、増税から２年たちましたが、家計消費はマイナスが続いています。その事実を示されて、最近、安倍首相は、「予想以上に消費が落ち込み、予想以上に長引いていることは事実だ」ということを認めました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ経済失政だということを事実上認めた。それによっていま、「増税不況」がつくりだされているわけですから、消費税１０％は中止すべきです。　　　　　　　　　　　　　　　ｐそして今、政府がやっている大企業への４兆円もの減税のバラマキ、これをやめて、富裕層や大企業に応分の負担を求める税制改革をしっかりやって、国民の暮らしを支える財源をつくるというところに切り替えるべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４、ＴＰＰ審議　問われる政府の隠ぺい姿勢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ後半国会の最大焦点である環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案をめぐる審議は、衆議院ＴＰＰ特別委員会での総括的質疑が７～８日に行われましたが、情報開示を拒む政府の隠ぺい姿勢と、西川委員長の不公正な運営により、８日の審議が６時間近く中断。異例の出足になっています。　　　　　　　　　　　　　　　ｐ審議中断により持ち越しとなった民進党、日本共産党などの総括的質疑日程が、現在のところ白紙状態です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ審議中断の直接のきっかけは、民進党が西川氏執筆とされる『ＴＰＰの真実』の校正刷りを示し、国会には黒塗りの資料しか提出しないのに、西川氏にはさまざまな情報を提供しているのではないかとただしたことでした。政府側は答弁拒否し、加えて西川氏が政府に加担する運営を行ったため、民進党が退席しました。　　　　　ｐ今後、審議が正常化するかどうかは、政府・与党が野党の情報開示要求に応えるかどうかにかかっています。安倍首相は９日、ＴＰＰ審議をめぐる混乱を念頭に「後半国会を気を引き締めて乗り切りたい」と述べました。しかし必要なのは「交渉は結果がすべてだ」などと言い放ち、ＴＰＰ情報開示に背を向ける自らの姿勢を改めることです。
都市経済委員会　評価対象事業に中小企業振興基本条例の検討等
今日（４月１１日）、都市経済委員会が行われ、今年度の現メンバー（８人、１人欠席）での事業評価対象事業の選定を行った。どうしても今日中に２つ以内の事業を決めるということでした。
各委員から出された事業は重複を除いて９事業ほど（私は、欲張って、立地適正化計画策定事業、下水道コストキャップ関連事業、農地中間管理事業、多面的機能支払い交付金、小規模事業資金保証料補給金事業の５つを上げました。）で、最終的に６つの事業（橋梁長寿命化対策事業、堂ヶ峰公園、市民農業塾推進事業、コミュニティバス運行事業、小規模事業資金保証料補給金事業、立地適正化計画策定事業）に絞って投票で選びました。
賛成の数（１委員２回挙手）の多い方から、小規模事業資金保証料補給金事業（６人）市民農業塾推進事業（３人）、の２つに決定しました。小規模事業資金保証料補給金事業は、中小企業振興基本条例の制定まで検討しようとするものです。
来月（５月１１日）には、担当部署から現況等についてのレクチャーを受ける予定です。
どうしてもやりたかった「立地適正化計画策定事業」について、立地適正化計画の「都市機能誘導区域」・「居住誘導区域」に関する方針、桑名駅周辺施設整備事業の自由通路及び橋上駅舎化基本設計について早速、情報公開をしてきました。
まちづくり関連業務費の「桑名駅周辺土地利用構想懇話会」については、秘密的要素が多く、情報公開の期間延長中です。
特会の来年度予算
今年度の桑名市の国民健康保険事業特別会計（国保特会）予算と介護保険事業特別会計（介護特会）予算の歳入と歳出を分かりやすく一覧表にしてみました。

どれだけの規模で、私たちが納める「国保税」や「介護保険料」の占める割合や具体的に何に使われていくのかが分かるかと思います。

本来なら、会計を分析するには「決算資料」が必要です。赤字なのか黒字なのか。貯金（基金）がいくらあるのか、数年以上にわたって並べて見たり、同じような自治体（市、人口と産業構造）との比較も必要です。
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室
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